
令和２年度
取組目標 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

達成状況 未達成 達成 未達成 達成

効果額（千円） 12,765 -6,749 10,026 -4,896

事務量（時間） 4,386 -3,038 4,066 -4,411

達成状況 達成 部分達成 部分達成 部分達成

効果額（千円） -100,643 -9,638 -6,732 -18,697

事務量（時間） -4,323 -1,682 -947 -419

達成状況 検討実施 検討実施 部分達成 部分達成

効果 － － サービス向上 サービス向上

達成状況 検討実施 検討実施

効果 － －

達成状況 未達成 達成 検討実施 部分達成

効果額（千円） － -84,550 － サービス向上

達成状況 達成 検討実施 検討実施 達成

効果額（千円） -5,482 － － －

達成状況 検討実施 検討実施 検討実施 検討実施

効果 － － － －

達成状況 達成 達成 達成 達成

効果額（千円） -3,800 － － －

達成状況 検討実施 検討実施 部分達成 部分達成

効果 － － サービス向上 サービス向上

達成状況 部分達成 達成

事務量（時間） -731

志木市新行政改革プラン　進捗状況確認表
スケジュール

改革の柱 取組項目 改革プログラム 改革プログラムの内容 担当課

1
業務量調
査

市が行う事務事業につ
いて、所属毎の業務量
を把握し可視化すること
で、業務のバランスに合
わせた適切な人員配置
を進めるとともに、事務
事業の見直しや民間委
託の推進等における基
礎資料とすることを目的
に実施するもの。

①業務のバランスに合
わせた適正な人員配置

②超過勤務の削減

2
事務事業
の見直し

事務量調査の結果をも
とに、業務プロセスの改
善や不要事業の見直
し、目的を達成している
事業の廃止を行う。

「新しい生活様式」を踏
まえた事業形態等の見
直し

3
窓口ワンス
トップサー
ビスの推進

新庁舎の供用開始と同
時期の導入を目指して、
窓口のワンストップ化を
研究し、新庁舎建設に
合わせ、組織やレイアウ
トの見直しと、窓口業務
委託の検討を行う。

新庁舎における窓口の
あり方の検討

4
文書管理
方法の見
直し

これまでの文書管理方
法を根底から見直し、文
書の電子化をはじめ、管
理方法など、ICTを活用
し、新庁舎移転までに紙
文書を削減する。

文書管理方法の見直し

1
民間委託
の推進

事務量調査の結果等を
もとに、民間委託推進指
針の見直しを行い、委託
が可能な業務を検証す
る。さらに、民間委託の
モデルケースを作り、横
展開していく。

導入可能な業務の検討

2
指定管理
者制度の
導入推進

指定管理者制度の目的
を踏まえつつ、施設の設
置目的や利用形態、特
性等を考慮して、状況の
変化等に応じた、より良
い管理形態を選択する。

未導入施設への指定管
理者制度導入に向けた
検討

3
ＰＰＰ／ＰＦＩ
の導入推
進

施設の更新等を行う際
に、民間事業者の資金
や経営能力及び技術的
能力を活用することで、
財政負担の平準化や
サービスの向上を図る。

施設の更新時等におけ
る、PPP/PFIの導入を検
討する。

1
自治体クラ
ウドの導入

基幹系システムと共同
利用することで費用の圧
縮を図る。

情報系システムのデー
タセンター化の推進

2
マイナン
バーの活用

マイナポータルの機能で
あるプッシュ型通知や電
子申請、電子送達サー
ビスを利用し、手入力の
事務負担軽減や封入費
用、送料の削減をする。

マイナンバーカードを活
用したマイナポイント事
業の実施とマイナンバー
カードの電子証明を活
用した電子申請システ
ムの検討

3
AI・RPAの
活用

業務量の削減及び時間
外労働の削減を目的と
して、AI・RPA等の活用
が可能な業務を検討す
る。

ＩＣＴ技術を活用した働き
方及び事務改善の検討

1

行
政
サ
ー
ビ
ス
改
革

1

事
務
事
業
の
見
直
し

秘
書
政
策
課
・
人
事
課
・
市
政
情
報
課
・
行
政
管
理
課

2

民
間
活
力
の
導
入

秘
書
政
策
課

3

Ｉ
Ｃ
Ｔ
行
政
の
推
進

秘
書
政
策
課
・
市
政
情
報
課

準備 実施

準備 方針決定・実施

研究 方針決定 準備

検討
準備・実施・運用・検

証

管理方針の見直し

未導入施設の方針検討

検討

検討 準備

準備 サーバ共同利用実施

準備 実施

指針策定

見直し・検討見直し・検討



令和２年度
取組目標 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

スケジュール
改革の柱 取組項目 改革プログラム 改革プログラムの内容 担当課

定員管理計画
《第四期》策定

達成状況 部分達成 部分達成 部分達成 部分達成

職員数（人） 398／407 394／407 390／407 388／419

達成状況 検討実施 検討実施 検討実施 達成

効果 － － － －

達成状況 検討実施 検討実施 検討実施 達成

効果 － － － －

達成状況 検討実施 検討実施 検討実施 検討実施

効果 － － － －

達成状況 検討実施 検討実施 検討実施 検討実施

効果 － － － －

達成状況 達成 達成 達成 部分達成

効果額（千円） -20,253 -1,468 -1,468 サービス向上

達成状況 達成 検討実施 検討実施 達成

効果額（千円） ※ -28,074 － － －

達成状況 検討実施 検討実施 検討実施 未達成

効果 － － － －

-117,413 -102,405 1,826 -23,593

63 -4,720 3,119 -5,561

※　改革プログラム「事務事業の見直し」の効果額の再掲

効果額計（千円）

事務量（時間）

1

適
正
な
定
員
管
理

1
適正な定員
管理

効率的な人員配置を前
提としたうえで、職員の
年齢の構成バランスの
改善や職場リーダーの
育成、再任用制度の運
用、新たな行政需要へ
の対応などを考慮し、人
件費の増大を最小限に
抑えつつ安定した公共
サービスを提供するた
め、適正な職員数を採
用していく。

令和3年4月1日における
職員数を419名とする。

人
事
課

1
市民会館
整備方針
の検討

公共施設適正配置計画
の策定にあたっては、市
民会館の事業手法の方
向性が計画策定に大き
く影響することから、今
後の施設のあり方も含
めた整備方針を検討す
る。

市民会館の再整備に向
けた基本計画を策定し、
整備方針を決定する。

2
市民体育
館整備方
針の検討

公共施設適正配置計画
の策定にあたっては、市
民体育館の事業手法の
方向性が計画策定に大
きく影響することから、今
後の施設のあり方も含
めた整備方針を検討す
る。

市民体育館の再整備に
向けた基本計画を策定
し、整備方針を決定す
る。

3
適正配置
計画の推
進

公共施設の具体的な再
配置等を定める、公共
施設適正配置計画を策
定し、施設の更新・統廃
合等を計画的に行う。

公共施設適正配置計画
の推進

3

受
益
者
負
担
の
適
正
化

1
受益者負
担の見直し

受益者負担の公平性の
観点から、使用料等の
受益者負担について、
積算根拠を明確にし、見
直しを行うことで、適正
な歳入の確保に努め
る。なお、金額の設定に
あたっては、経済情勢や
市民の意見等を参考と
して算定することを検討
する。

受益者負担について
は、公平性の観点から
適正な水準に設定する
とともに、定期的な見直
しを図る。

秘
書
政
策
課
・
財
政
課

2

使用料、手
数料、利用
料金の見
直し

使用料、手数料、利用
料金について、市民負
担の公平性確保と受益
者負担の原則に立脚し
た、適切な積算根拠によ
るコスト積算を行うととも
に、国や近隣市・民間等
とのバランスを踏まえた
料金設定への見直しを
実施する。

公平性と受益者負担の
原則に基づき、引き続
き、見直しに向けた手法
等の検討を行う。

4

補
助
・
負
担
金
の
見

直
し

1
補助・負担
金の見直し

市が支払う補助金及び
負担金について、事業
の目的の明確化と効果
検証を行い、補助対象
及び金額の適正化を図
るとともに、終期の設定
可否や所期の目的達成
状況を検討する。

引き続き、縮減、統合、
廃止等を含めた見直し・
検討を実施し、歳出削減
を目指す。

財
政
課

5

統
一
的
な
地
方
公
会
計
の

適
用
と
推
進

1

統一的な地
方公会計
の適用と推
進

統一的な基準による財
務書類を作成し、既存の
指標に加わる新たな視
点の財政分析資料とし
て、当初予算編成事務
等へ活用していく。

財務書類の作成・公表
を行うとともに、財政分
析事例を研究する。

財
政
課

2

健
全
な
行
財
政
の
運
営

2

公
共
施
設
等
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

秘
書
政
策
課

実施

検討 調査・検討

検討

策定 実施・運用

見直しの実施（随時）

実施

実施 実施

準備 実施

　調査・

検討

見直し・検討

決定

決定調査・検討

見直し・

検討

見直し・

検討

見直し・

検討


